
総合教育会議での「学校における働き方改革推進プラン」説明事項 

～都城市立学校の教育職員に関する業務量管理・健康確保措置実施計画～ 

 

学校教育課 

 

１ 改正の背景 

 〇 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律（給特

法）の改正 

     ・2026 年から 2031 年にかけて「教職調整額」を４パーセントから１０％に段階的に引き上げ 

     ・第８条第４項：服務監督教育委員会が文部科学省令で定めるところにより業務量管理・健康確保措

置実施計画の実施状況を公表すること 

→同法施行規則第７条改正「法第八条第四項の規定による公表は、インターネットの利用その他適切

な方法で行うこと 

 

２  主な改正点 

 ⑴  令和１１年度までの数値目標の設定 

   ※  原則、時間外在校時間「１箇月について４５時間 １年について３６０時間」を上限として設定 

   ※  令和７年度の目標値に到達しなかった職種（中学校校長、小・中教頭、中学校教諭） 

（ ）内は人数 

１箇月あたりの時間外

在校時間等時間 

４５時間超の割合 

令和7 年度実績値 
R８年度 

目標値 

R９度 

目標値 

R１０年度 

目標値 

R１１年度目

標値 

校 長 
小学校 １１．４％（４） ８％ 

（４） 

５％ 

（３） 

２％ 

（１） 
0％ 

中学校 ２６．３％（４） 

教 頭 
小学校 ７４．３％（２９） ４２％ 

（２７） 

２６％ 

（１７） 

１２％ 

（８） 
０％ 

中学校 ８５．０％（１６） 

教諭等 
小学校 １７．２％ １２％ ８％ ４％ ０％ 

中学校 ４４．０％ ２４％ １６％ ８％ ０％ 

事務職員 
小学校 ０．０％ ０％ ０％ ０％ ０％ 

中学校 ４．９％ ３．７％ ２．５％ １．３％ ０％ 

 

⑵ 文部科学省指定：生成AI パイロット校事業 B 区分（校務利用）の研究の推進と研究成果の普及 

     （研究指定校） 大王小学校  小松原中学校 

研究指定校において、校務の効率化を図るための生成AIの活用方法を研究し、研究成果を市内小・

中学校へ普及する。 

  

⑶  学期始めの午前中登校の実施 

 １学期の「午前中登校期間中の教職員の時間外勤務時間（４５時間未満）の割合」 

 ４月 ５月 

年度 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ７ Ｒ８ 

教頭 ３．５％ ７．８％ ７．０％ １８．８％ 

教諭 ６８．１ ７１．６ ７３．４ ８０．７ 

 


